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	○機構の業務（16条）
	・対象事業者に対して金融機関等が有する債権の買取り等
	※「金融機関等」にはリース業者や信用保証協会を含む。（２条２項）
	※「買取価格」は、事業再生計画、被災地域の復興の見通し、再生支援後の対象事業者の経営状況の見通し、担保財産の価格の見通し等を勘案した適正な時価。（23条１項）
	※機構は、関係金融機関等と損害担保契約を締結することができる。（23条２項）
	※政府及び機構に、迅速かつ適正な買取価格の算定方法（簡易な方法による算定を含む。）に関する指針の作成等の努力義務。（附則３条）
	・対象事業者に対する資金の貸付け(つなぎ融資等に限る。)、債務保証、出資、専門家の派遣及び助言等
	・債権買取り等に係る債権の管理及び譲渡その他の処分
	※弁済猶予、利子減免、債務免除、債務株式化、劣後債権化等。
	※買取債権について、一部免除及び一定期間の弁済猶予が可能。また、第三者保証人の保証債務等については、免除の努力義務。（27条）

